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世
界
的
な
不
況
の
影
響
か
ら
、
イ
ギ
リ

ス
経
済
は
昨
年
末
か
ら
年
明
け
に
か
け
て

急
激
な
景
気
縮
小
と
雇
用
状
況
の
悪
化
に

直
面
し
た
が
、
こ
こ
に
き
て
、
各
国
で
景

気
の
底
打
ち
が
言
わ
れ
る
中
、
国
内
に
も

「
最
悪
の
時
期
は
脱
し
た
」
と
の
楽
観
的

な
見
方
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
。
統
計
局
が

７
月
に
発
表
し
た
2
0
0
9
年
第
２
四
半

期
の
G
D
P
成
長
率
は
、マ
イ
ナ
ス
0

・

8
％
と
依
然
縮
小
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、

前
期
の
マ
イ
ナ
ス
2

・
4
％
か
ら
は
大
き

く
改
善
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
製
造
業
や

建
設
業
、
ビ
ジ
ネ
ス
・
サ
ー
ビ
ス
な
ど
多

く
の
産
業
・
業
種
で
、
前
期
の
大
幅
な
マ

イ
ナ
ス
成
長
か
ら
復
調
し
て
い
る
こ
と
を

反
映
し
た
も
の
だ
。

　

し
か
し
、
前
後
し
て
発
表
さ
れ
た
３

–

５
月
期
の
雇
用
関
連
統
計
は
、
多
く
の

【
イ
ギ
リ
ス
】

 

若
年
層
の
就
業
支
援
・
訓
練
に
重
点

増
加
、
失
業
率
は
前
期
か
ら
0

・9
ポ
イ

ン
ト
増
の
7

・6
％
と
な
っ
た
。
特
に
、
今

回
の
不
況
の
影
響
を
最
も
受
け
て
い
る
と

み
ら
れ
る
若
年
層
で
は
、
16–

17
歳
層
で

30

・5
％
、
18–

24
歳
層
で
17

・3
％
と

高
い
失
業
率
を
記
録
、
い
ず
れ
も
こ
の
１

年
間
で
5

・

3
ポ
イ
ン
ト
と
大
き
く
増

加
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
今
年
新
た
に
労

働
市
場
に
参
入
す
る
学
卒
者
は
一
層
厳
し

い
就
職
難
に
直
面
す
る
と
み
ら
れ
、
雇
用

状
況
の
さ
ら
な
る
悪
化
が
懸
念
さ
れ
て
い

る
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
う
け
て
、
政
府
は

６
月
末
に
発
表
し
た
政
策
方
針
文
書

「Building Britain's Future

」
に
お
い

て
、
景
気
回
復
と
将
来
的
な
経
済
成
長
に

向
け
た
景
気
・
雇
用
対
策
を
は
じ
め
、
教

育
制
度
や
福
祉
、
医
療
、
治
安
な
ど
広
範

な
分
野
に
お
け
る
今
後
の
施
策
の
方
向
性

を
示
し
た
。
雇
用
対
策
の
目
玉
は
、
既
に

４
月
に
発
表
さ
れ
た
09
年
度
予
算
案
に
も

盛
り
込
ま
れ
て
い
る
若
年
失
業
者
向
け
支

援
策
で
、
12
カ
月
以
上
失
業
状
態
に
あ
る

全
て
の
18
～
24
歳
層
に
、
助
成
金
付
き
雇

用
、
職
業
訓
練
も
し
く
は
企
業
等
で
の
就

業
体
験
の
機
会
を
提
供
し
、
参
加
し
な
い

場
合
は
福
祉
給
付
を
削
減
す
る
と
い
う
も

の
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
新
た
に
設
置
す

る
10
億
ポ
ン
ド
の
基
金
（F

uture Jobs 
F

und

）
に
対
し
て
自
治
体
や
非
営
利
団
体

等
か
ら
の
申
請
を
募
り
、
対
象
者
と
な
る

失
業
者
一
人
あ
た
り
6
5
0
0
ポ
ン
ド

を
上
限
に
資
金
を
提
供
す
る
。
こ
れ
を
通

じ
て
、
若
年
層
で
10
万
人
、
ま
た
特
に
雇

用
状
況
の
厳
し
い（
失
業
率
が
全
国
平
均
を

1

・

5
ポ
イ
ン
ト
以
上
上
回
る
）
地
域
の

労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構　

国
際
研
究
部 

調
査
員　

樋
口 

英
夫

特
集
5-

5

労
働
者
が
未
だ
回
復
を
実
感
で
き
る
状
況

に
は
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
失
業

者
数
は
2
3
8
万
1
0
0
0
人
で
、
前

期
か
ら
28
万
1
0
0
0
人
と
記
録
的
にイギリスの職業訓練
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長
期
失
業
者
な
ど
で
５
万
人
の
計
15
万
人

分
の
雇
用
・
訓
練
支
援
を
、
2
0
1
0
年

１
月
か
ら
実
施
す
る
。
ま
た
、
能
力
開
発

施
策
の
一
環
と
し
て
近
年
力
を
入
れ
て
い

る
ア
プ
レ
ン
テ
ィ
ス
シ
ッ
プ
制
度
の
拡
充

に
よ
り
、
09
年
度
中
に
合
計
25
万
カ
所
と

す
る
こ
と
な
ど
を
予
定
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
若
年
支
援
策
に
つ
い
て
は
現

在
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
促
進
な
ど
の

追
加
的
な
施
策
の
可
能
性
が
政
府
内
部
で

検
討
さ
れ
て
お
り
、
近
日
中
に
そ
の
概
要

が
公
表
さ
れ
る
見
込
み
だ
。

労
使
は
雇
用
維
持
の
支
援
策

を
要
請　

　

一
方
、
労
使
の
間
で
は
、
企
業
に
お
け

る
雇
用
維
持
に
対
す
る

政
府
の
支
援
策
を
要
請

す
る
声
が
上
が
っ
て
い

る
。
イ
ギ
リ
ス
労
働
組
合

会
議
（T

rades U
nion 

C
ongress

）
と
小
企
業

連
盟
（F

ederation of 
Sm

all Businesses

）は

今
年
３
月
、
企
業
支
援

策
の
た
め
の
基
金
設
置

を
求
め
る
提
案
書
を
政

府
に
提
出
し
た
。
基
金

を
財
源
に
、

（
１
）
解
雇
防
止
の
た
め
、

企
業
の
操
業
短
縮
や
レ

イ
オ
フ
の
実
施
に
対
し

て
当
該
労
働
者
の
通
常

支
払
わ
れ
る
賃
金
の
6

割
を
３
～
６
カ
月
に
わ

た
り
助
成
す
る

（
２
）求
職
者
手
当
（Job-

seeker's A
llow

ance

）

の
受
給
条
件

を
緩
和
し
、

雇
用
を
維
持

し
な
が
ら
他

の
仕
事
を
探

す
求
職
者
に

も
手
当
受
給

の
権
利
を
認

め
る

（
３
）在
職
者

向
け
訓
練
助
成
制
度
（T

rain to G
ain

）

の
利
用
条
件
の
緩
和
に
よ
り
、
賃
金
助
成

対
象
者
の
資
格
を
前
提
と
し
な
い
部
分
的

な
訓
練
受
講
に
対
し
て
も
、
こ
れ
を
無
料

と
す
る
こ
と

な
ど
を
実
施
す
る
よ
う
政
府
に
求
め
て
い

る
。
企
業
・
産
業
内
で
の
雇
用
維
持
の
努

力
を
通
じ
て
、
解
雇
に
よ
り
労
働
者
の
技

能
が
失
わ
れ
る
こ
と
を
防
ぐ
ね
ら
い
だ
。

対
象
と
な
る
労
働
者
が
新
た
な
仕
事
を
得

る
こ
と
に
よ
る
福
祉
給
付
コ
ス
ト
の
抑
制

と
税
・
社
会
保
険
料
収
入
の
増
加
に
よ
り
、

想
定
さ
れ
る
32
億
ポ
ン
ド
の
財
政
支
出
の

３
分
の
２
が
賄
え
る
と
の
計
算
で
、
年
間

12
億
ポ
ン
ド
の
予
算
で
60
万
人
の
雇 

用
を

守
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。
提
案

書
に
よ
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
多
く
（
ド

イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ス
ペ
イ
ン
、
オ
ラ
ン

ダ
、
イ
タ
リ
ア
）
で
は
既
に
操
業
短
縮
や

レ
イ
オ
フ
の
実
施
に
よ
る
解
雇
の
回
避
に

対
す
る
賃
金
助
成
制
度
が
実
施
さ
れ
て
お

り
、
ま
た
こ
の
１
月
に
は
ウ
ェ
ー
ル
ズ
も

同
様
の
制
度
を
導
入
し
た
と
こ
ろ
だ
。

　

し
か
し
政
府
は
、
企
業
に
よ
る
不
正
利

用
（
本
来
は
不
要
な
解
雇
を
前
提
に
助
成

を
受
け
る
な
ど
）
を
防
止
し
に
く
い
こ
と

や
、
整
理
さ
れ
る
べ
き
生
産
性
の
低
い
仕

事
が
温
存
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
な

ど
を
理
由
に
、
賃
金
助
成
制
度
の
導
入
に

は
消
極
的
だ
。
ド
イ
ツ
や
フ
ラ
ン
ス
な
ど

と
は
社
会
保
障
制
度
の
対
象
や
水
準
が
異

な
り
、
賃
金
助
成
を
新
た
に
導
入
す
る
場

合
の
コ
ス
ト
が
こ
れ
ら
の
国
に
比
し
て
大

き
い
こ
と
を
指
摘
、
失
業
者
支
援
に
つ
い

て
は
既
存
の
政
策
に
よ
る
対
応
が
可
能
で

あ
る
と
し
て
、
む
し
ろ
企
業
の
資
金
調
達

の
円
滑
化
や
訓
練
助
成
制
度
の
拡
充
な
ど

を
通
じ
た
企
業
支
援
の
実
施
に
前
向
き
な

姿
勢
を
示
し
て
い
る
。
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